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(57)【要約】
【課題】様々な形状の電線に柔軟に対応してこれを保護
可能な電線保護具を簡易に形成できる技術を提供する。
【解決手段】電線保護具２は、互いに連結される複数の
保護パーツ２０を備える。各保護パーツ２０は、その長
尺方向と直交する断面が弧状のカバー部２１と、その長
尺方向に沿うカバー部２１の端部に連なる平板状の平板
部２２と、平板部２２に形成された雄部２４１および雌
部２４２とを備える。各保護パーツ２０は、その長尺方
向が電線１の延在方向に沿うように配置されるとともに
、平板部２２が他の保護パーツ２０の平板部２２と重ね
られた状態で、当該重ねられた一方の平板部２２に形成
された雄部２４１と、他方の平板部２２に形成された雌
部２４２とが嵌め合わされることによって、当該他の保
護パーツ２０と、互いの長尺方向に沿う軸のなす角度が
可変に連結される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電線を保護する電線保護具であって、
　長尺状の部材であって、互いに連結されることにより前記電線保護具を形成する複数の
保護パーツ、
を備え、
　前記複数の保護パーツのそれぞれが、
　前記長尺方向と直交する断面が弧状のカバー部と、
　前記長尺方向に沿う前記カバー部の端部に連なる平板状の平板部と、
　前記平板部に形成された雄部および雌部と、
を備え、
　前記複数の保護パーツのそれぞれは、
　前記長尺方向が前記電線の延在方向に沿うように配置されるとともに、前記平板部が他
の保護パーツの平板部と重ねられた状態で、当該重ねられた一方の平板部に形成された雄
部と、他方の平板部に形成された雌部とが嵌め合わされることによって、前記他の保護パ
ーツと、互いの長尺方向に沿う軸のなす角度が可変に連結される、電線保護具。
【請求項２】
　請求項１に記載の電線保護具であって、
　前記保護パーツが、
　前記カバー部に形成され、山部と谷部とを前記保護パーツの長尺方向に沿って交互に設
けた蛇腹部、
を備える、電線保護具。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の電線保護具であって、
　前記保護パーツが、
　前記カバー部と前記平板部との間に形成され、前記平板部から前記カバー部に向かうに
つれて、曲率が大きくなるように連続的に曲率が変化する徐変部、
を備える、電線保護具。
【請求項４】
　請求項１から３のいずれかに記載の電線保護具であって、
　前記蛇腹部が、前記カバー部の一部に形成される、電線保護具。
【請求項５】
　請求項１から４のいずれかに記載の電線保護具であって、
　前記保護パーツが、
　前記カバー部における前記長尺方向と直交する幅方向の一方の端部に形成されたバンド
部と、
　他方の端部に形成され、前記バンド部の先端が挿通係止されるロック部と、
を備える、電線保護具。
【請求項６】
　電線と、前記電線を保護する電線保護具とを備えるワイヤハーネスであって、
　前記電線保護具が、
　長尺状の部材であって、互いに連結されることにより前記電線保護具を形成する複数の
保護パーツ、
を備え、
　前記複数の保護パーツのそれぞれが、
　前記長尺方向と直交する断面が弧状のカバー部と、
　前記長尺方向に沿う前記カバー部の端部に連なる平板状の平板部と、
　前記平板部に形成された雄部および雌部と、
を備え、
　前記複数の保護パーツのそれぞれは、
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　前記長尺方向が前記電線の延在方向に沿うように配置されるとともに、前記平板部が他
の保護パーツの平板部と重ねられた状態で、当該重ねられた一方の平板部に形成された雄
部と、他方の平板部に形成された雌部とが嵌め合わされることによって、前記他の保護パ
ーツと、互いの長尺方向に沿う軸のなす角度が可変に連結される、
ワイヤハーネス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電線を保護する電線保護具およびそれを備えたワイヤハーネスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車などの車両に搭載されるワイヤハーネスは、定められた枝形状に布線されて車両
等に搭載される。ワイヤハーネスの布線形状は多種多様であり、複雑に分岐した形状とさ
れることも珍しくない。特許文献１，２には、ワイヤハーネスの姿勢を定められた枝形状
に規制する技術が開示されている。
【０００３】
　ところで、ワイヤハーネスは、電線（あるいは、複数の電線を束ねた電線束）が振動又
は可動部の動きに応じて周囲の部材と接触しないように保護する電線保護具（プロテクタ
）を備えることが多い。ここで、例えば分岐部分のような形状が特殊な電線部分を保護す
る電線保護具は、専用の金型を用いて特別に成形されることが一般的である。また、形状
が特殊な電線部分については、ＰＶＣシート等で包み込んで保護するという方法もよく用
いられている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１１－１５５２２７号公報
【特許文献２】特開２００７－９５６４０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　形状が特殊な電線部分を保護する電線保護具を専用の金型を用いて成型した場合、ワイ
ヤハーネスに設計変更が生じると、その電線保護具の金型から作り直す必要がある。した
がって、設計変更に柔軟に対応することができないという問題がある。また、専用の金型
を用いて成型した電線保護具は、形状が少しでも異なるワイヤハーネスには用いることが
できないため、汎用性に乏しいという問題もある。
【０００６】
　一方、ＰＶＣシート等で包み込んで電線を保護する方法は、電線の分岐部分をＰＶＣシ
ートで覆う作業に手間がかかるため、作業効率の点において好ましくない。また、この方
法は、仕上がり寸法にバラツキが大きいという問題もある。
【０００７】
　また、上記の各方法においては、電線を、その周方向に沿う全体を完全に覆う構成とな
るため、電線保護具の装着部分においてワイヤハーネスの径サイズが大きくなってしまう
。このため、車両の小型化に伴うワイヤハーネスのスリム化の要請に応じることができな
いという点も問題視されている。
【０００８】
　この発明は、上記課題に鑑みてなされたものであり、様々な形状の電線に柔軟に対応し
てこれを保護可能な電線保護具を簡易に形成できる技術を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　第１の態様は、電線を保護する電線保護具であって、長尺状の部材であって、互いに連
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結されることにより前記電線保護具を形成する複数の保護パーツ、を備え、前記複数の保
護パーツのそれぞれが、前記長尺方向と直交する断面が弧状のカバー部と、前記長尺方向
に沿う前記カバー部の端部に連なる平板状の平板部と、前記平板部に形成された雄部およ
び雌部と、を備え、前記複数の保護パーツのそれぞれは、前記長尺方向が前記電線の延在
方向に沿うように配置されるとともに、前記平板部が他の保護パーツの平板部と重ねられ
た状態で、当該重ねられた一方の平板部に形成された雄部と、他方の平板部に形成された
雌部とが嵌め合わされることによって、前記他の保護パーツと、互いの長尺方向に沿う軸
のなす角度が可変に連結される。
【００１０】
　第２の態様は、第１の態様に係る電線保護具であって、前記保護パーツが、前記カバー
部に形成され、山部と谷部とを前記保護パーツの長尺方向に沿って交互に設けた蛇腹部、
を備える。
【００１１】
　第３の態様は、第１または第２の態様に係る電線保護具であって、前記保護パーツが、
前記カバー部と前記平板部との間に形成され、前記平板部から前記カバー部に向かうにつ
れて、曲率が大きくなるように連続的に曲率が変化する徐変部、を備える。
【００１２】
　第４の態様は、第１から第３のいずれかの態様に係る電線保護具であって、前記蛇腹部
が、前記カバー部の一部にのみ形成される。
【００１３】
　第５の態様は、第１から第４のいずれかの態様に係る電線保護具であって、前記保護パ
ーツが、前記カバー部における前記長尺方向と直交する幅方向の一方の端部に形成された
バンド部と、他方の端部に形成され、前記バンド部の先端が挿通係止されるロック部と、
を備える。
【００１４】
　第６の態様は、電線と、前記電線を保護する電線保護具とを備えるワイヤハーネスであ
って、前記電線保護具が、長尺状の部材であって、互いに連結されることにより前記電線
保護具を形成する複数の保護パーツ、を備え、前記複数の保護パーツのそれぞれが、前記
長尺方向と直交する断面が弧状のカバー部と、前記長尺方向に沿う前記カバー部の端部に
連なる平板状の平板部と、前記平板部に形成された雄部および雌部と、を備え、前記複数
の保護パーツのそれぞれは、前記長尺方向が前記電線の延在方向に沿うように配置される
とともに、前記平板部が他の保護パーツの平板部と重ねられた状態で、当該重ねられた一
方の平板部に形成された雄部と、他方の平板部に形成された雌部とが嵌め合わされること
によって、前記他の保護パーツと、互いの長尺方向に沿う軸のなす角度が可変に連結され
る。
【発明の効果】
【００１５】
　第１～第６の態様によると、電線保護具は、複数の保護パーツが互いの長尺方向に沿う
軸のなす角度が可変に連結されることにより形成される。したがって、様々な形状の電線
に柔軟に対応してこれを保護可能な電線保護具を簡易に形成できる。特に、電線保護具は
、各保護パーツの連結部分が平板部の重ね合わせにより形成されるので、連結部分におい
て厚みの増加を抑制しつつ、連結部分における保護性能が高められている。一方で、連結
部分以外の部分においては、カバー部が、電線の周方向に沿うように電線の保護対象領域
を覆うので、ここでも高い保護性能が担保されている。つまり、この態様においては、電
線保護具をコンパクトに形成しつつ、高い保護性能を実現できる。
【００１６】
　特に、第２の態様によると、電線保護具を形成する保護パーツが蛇腹部を備えるので、
電線が屈曲している場合であっても、電線保護具を電線の延在方向に沿うように屈曲させ
て電線に装着することができる。
【００１７】
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　特に、第３の態様によると、電線保護具を形成する保護パーツが、カバー部と平板部と
の間に形成された徐変部を備えるので、電線保護具が電線を傷つけにくくなる。
【００１８】
　特に、第４の態様によると、蛇腹部がカバー部の一部にのみ形成される。この構成によ
ると、例えば、保護パーツの蛇腹部が形成されていない部分を介して、テープを電線に巻
付けることによって、電線保護具を電線に対して確実に固定することができる。
【００１９】
　特に、第５の態様によると、電線保護具を形成する保護パーツのバンド部を電線に巻付
けてロック部に挿通係止することによって、電線保護具を電線に対して簡単に固定するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】ワイヤハーネスの斜視図である。
【図２】車両に搭載された状態のワイヤハーネスの様子を模式的に示す断面図である。
【図３】保護パーツの斜視図である。
【図４】保護パーツの正面図である。
【図５】保護パーツの側断面図である。
【図６】電線に電線保護具を装着する各工程の様子を模式的に示す図である。
【図７】電線に電線保護具を装着する各工程の様子を模式的に示す図である。
【図８】Ｙ字状の電線に装着された電線保護具を示す図である。
【図９】枝部分が屈曲した電線に装着された電線保護具を示す図である。
【図１０】各枝部分の径サイズが異なる電線に装着された電線保護具を示す図である。
【図１１】４分岐の電線に装着された電線保護具を示す図である。
【図１２】５分岐の電線に装着された電線保護具を示す図である。
【図１３】直列の連結を含む電線保護具を示す図である。
【図１４】直列の連結を含む電線保護具を示す図である。
【図１５】変形例に係る保護パーツの斜視図である。
【図１６】変形例に係るワイヤハーネスの斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、添付の図面を参照しながら、本発明の実施形態について説明する。以下の実施形
態は、本発明を具体化した一例であり、本発明の技術的範囲を限定する事例ではない。本
発明の実施形態に係るワイヤハーネスは、例えば、自動車などの車両に搭載され、バッテ
リ又はインバータ回路などの電力供給源と電装機器との間、又は複数の電装機器相互間を
接続する。
【００２２】
　＜１．ワイヤハーネス＞
　本発明の実施形態に係るワイヤハーネス１００について、図１、図２を参照しながら説
明する。図１は、ワイヤハーネス１００の斜視図である。図２は、車両に搭載された状態
のワイヤハーネス１００の様子を模式的に示す断面図である。
【００２３】
　ワイヤハーネス１００は、１本又は複数本の電線１と、電線１に装着された電線保護具
２とを備える。
【００２４】
　＜１－１．電線＞
　電線１は、導線が絶縁被覆によって覆われたケーブルであり、例えば、丸ケーブル又は
フラットケーブルなどである。電線１の端部には、通常、コネクタ（図示省略）等が設け
られる。電線１の表面領域において、ワイヤハーネス１００が車両等に配設された際に車
両内に搭載された他部品等の物体Ｘと接触する可能性がある領域部分は、保護すべき領域
（保護対象領域）Ａとして規定される（図２、図６の上段参照）。例えば、車体パネルＰ
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に沿って配索されたワイヤハーネス１００の場合、車体パネルＰ側の弧状領域は保護する
必要はなく、物体Ｘに対向する弧状領域のみを保護すればよい。この場合、電線１の周方
向からみて弧状の領域が、保護対象領域Ａとして規定される。
【００２５】
　＜１－２．電線保護具＞
　電線保護具２は、電線１の保護対象領域Ａを覆う用具である。電線１は、その保護対象
領域Ａが電線保護具２に覆われることにより、車両に搭載された状態において、電線１が
周囲に存在する物体Ｘと接触して損傷することが防止される。電線保護具２は、複数個の
保護パーツ２０が互いに連結されることにより形成される。以下において、保護パーツ２
０の構成について詳細に説明する。
【００２６】
　＜２．保護パーツ２０＞
　保護パーツ２０の構成について、図３～図５を参照しながら説明する。図３は、保護パ
ーツ２０の斜視図である。図４は、保護パーツ２０を図３の矢印Ｋ１からみた正面図であ
る。図５は、保護パーツ２０を図２の矢印Ｋ２からみた側断面図である。
【００２７】
　保護パーツ２０は、例えば、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリア
ミド（ＰＡ）などの樹脂、あるいは、エチレン－プロピレン－ジエンゴム（ＥＰＤＭ）、
ニトリルゴム（ＮＢＲ）、天然ゴム（ＮＲ）などのゴム、または、これらを複合した材料
を例えば一体成形することにより形成される長尺状の部材である。
【００２８】
　保護パーツ２０は、カバー部２１を備える。カバー部２１は、保護パーツ２０の長尺方
向と直交する断面が弧状に形成される。
【００２９】
　また、保護パーツ２０は、保護パーツ２０の長尺方向に沿ってカバー部２１の両端に連
なる平板部２２を備える。平板部２２は、平板状（保護パーツ２０の長尺方向と直交する
断面が扁平な矩形状）に形成される。
【００３０】
　さらに、保護パーツ２０は、カバー部２１と平板部２２との間に形成され、平板部２２
からカバー部２１に向かうに連れて曲率が大きくなるように連続的に曲率が変化する徐変
部２３を備える。
【００３１】
　保護パーツ２０は、さらに、平板部２２に形成された連結部２４を備える。連結部２４
は、保護パーツ２０を他の保護パーツ２０との連結する際に供される部材であり、具体的
には、雄部２４１と雌部２４２とを備える。雄部２４１は、例えば、平板部２２に突設さ
れた軸部と、軸部の先端に着設された軸部より大径の大径部とから構成される。また、雌
部２４２は、雄部２４１を挿通させる貫通孔により構成される。ただし、雌部２４２の孔
サイズは、雄部２４１の大径部の径サイズより小さく、雄部２４１の軸部の径サイズより
も大きく形成されており、雄部２４１の大径部を雌部２４２の貫通孔に強制挿通させると
、雄部２４１と雌部２４２とが抜け防止状態に嵌め合わされた状態となる。
【００３２】
　保護パーツ２０は、さらに、カバー部２１に形成された蛇腹部２５を備える。蛇腹部２
５は、保護パーツ２０の長尺方向に沿って山部と谷部とを交互に設けた構成となっている
。蛇腹部２５が形成されることによって、保護パーツ２０は、その長尺方向と交差する方
向に屈曲可能となる。
【００３３】
　ただし、保護パーツ２０において、蛇腹部２５は、カバー部２１の一部のみに形成する
構成として、カバー部２１における蛇腹部２５が形成されない領域部分を設けることが好
ましい。この構成によると、当該領域部分を、保護パーツ２０を電線１に固定するための
テープ巻き（あるいは、クリップ止め等でもよい）に供されるテープ止め部２１０として
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機能させることができる。
【００３４】
　＜３．電線保護具２の装着＞
　電線１の保護対象領域Ａに電線保護具２を装着する方法について、図１～図５に加え、
図６～図７を参照しながら説明する。図６～図７は、電線１に電線保護具２を装着する各
工程の様子を模式的に示す図である。
【００３５】
　上述したとおり、電線１には保護対象領域Ａが規定される。ここでは、電線１は途中で
分岐（図示の例では３分岐）しており、保護対象領域Ａは、電線１の分岐部を含み、電線
１の周方向からみて弧状の領域に規定されるものとする（図６の上段）。
【００３６】
　この保護対象領域Ａに電線保護具２を装着する場合、まず、第１の保護パーツ２０（以
下「第１保護パーツ２０１」という）で、保護対象領域Ａの一部分を覆った状態とする。
具体的には、第１保護パーツ２０１の一方の平板部２２（好ましくは、平板部２２に形成
された連結部２４）を電線１の分岐中心Ｑに位置させるとともに、第１保護パーツ２０１
の長尺方向を、電線１のいずれかの枝部分（以下「第１枝部分１１」という）に沿わせた
状態とする。そして、この状態で、第１保護パーツ２０１のテープ止め部２１０を介して
テープＴを第１枝部分１１に巻き付けて第１保護パーツ２０１を第１枝部分１１に固定す
る。これによって、第１保護パーツ２０１が保護対象領域Ａの一部を覆った状態で、第１
枝部分１１に固定されることになる（図６の下段）。なお、保護パーツ２０を枝線部分に
固定する態様は必ずしもテープ止めによるものである必要はなく、例えば、クリップ等で
固定してもよい。
【００３７】
　続いて、第２の保護パーツ２０（以下「第２保護パーツ２０２」という）で、保護対象
領域Ａにおける残りの露出部分（保護パーツ２０で覆われていない部分）を覆った状態と
する。具体的には、まず、第２保護パーツ２０２の一方の平板部２２を電線１の分岐中心
Ｑに位置している第１保護パーツ２０１の平板部２２の上に重ねて、第１保護パーツ２０
１の平板部２２に形成された雄部２４１を、当該平板部２２に重ねられた第２保護パーツ
２０２の平板部２２に形成された雌部２４２に嵌め合わせる。これによって、第１保護パ
ーツ２０１と第２保護パーツ２０２とが、互いの長尺方向に沿う軸のなす角度が可変に連
結されることになる。さらに、第２保護パーツ２０２の長尺方向を、保護パーツ２０で覆
われていない枝部分のいずれか（以下「第２枝部分１２」という）に沿わせた状態とする
。そして、この状態で、第２保護パーツ２０２のテープ止め部２１０を介してテープＴを
第２枝部分１２に巻き付けて第２保護パーツ２０２を第２枝部分１２に固定する。これに
よって、第２保護パーツ２０２が保護対象領域Ａの一部を覆った状態で、第２枝部分１２
に固定されることになる（図７の上段）。
【００３８】
　続いて、第３の保護パーツ２０（以下「第３保護パーツ２０３」という）で、保護対象
領域Ａにおける残りの露出部分を覆った状態とする。具体的には、まず、第３保護パーツ
２０３の一方の平板部２２を電線１の分岐中心Ｑに位置している第２保護パーツ２０２の
平板部２２の上に重ねて、第２保護パーツ２０２の平板部２２に形成された雄部２４１を
、当該平板部２２に重ねられた第３保護パーツ２０３の平板部２２に形成された雌部２４
２に嵌め合わせる。これによって、第２保護パーツ２０２と第３保護パーツ２０３とが、
互いの長尺方向に沿う軸のなす角度が可変に連結されることになる。さらに、第３保護パ
ーツ２０３の長尺方向を、保護パーツ２０で覆われていない残りの枝部分（以下「第３枝
部分１３」という）に沿わせた状態とする。そして、この状態で、第３保護パーツ２０３
のテープ止め部２１０を介してテープＴを第３枝部分１３に巻き付けて第３保護パーツ２
０３を第３枝部分１３に固定する。これによって、第３保護パーツ２０３が保護対象領域
Ａの残りの部分を覆った状態で、第３枝部分１３に固定されることになる（図７の下段）
。
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【００３９】
　以上の工程によって、保護対象領域Ａに電線保護具２が装着され、ワイヤハーネス１０
０が得られることになる（図１参照）。なお、上記の説明では、各保護パーツ２０１，２
０２，２０３を一つずつ各枝線部１１，１２，１３に固定する態様であったが、３個の保
護パーツ２０１，２０２，２０３を放射状に連結した上で、当該連結体（すなわち、３個
の保護パーツ２０１，２０２，２０３が互いの長尺方向に沿う軸のなす角度が可変な状態
で放射状に連結された連結体）を保護対象領域Ａに載置し、各保護パーツ２０１，２０２
，２０３を各枝線部１１，１２，１３に沿わせて固定する態様としてもよい。
【００４０】
　＜４．電線保護具２のその他の構成例＞
　上記の説明においては、電線保護具２は、３分岐した電線１の分岐部を含む保護対象領
域Ａに装着されるものとしたが、電線保護具２は、他の形状の電線１にも対応することが
できる。電線保護具２の他の構成例について例示する。
【００４１】
　＜４－１．第１の構成例＞
　上述したとおり、電線保護具２は各保護パーツ２０の互いの長尺方向に沿う軸のなす角
度を自由に調整可能に形成されている。したがって、例えば、電線１がＹ字状に分岐して
おり、当該分岐部を含む領域が保護対象領域Ａとされている場合、図８に示すように、各
分岐部１１，１２，１３のなす角度と一致するように調整することによって、当該保護対
象領域Ａを覆う電線保護具２を形成することができる。
【００４２】
　＜４－２．第２の構成例＞
　電線保護具２を形成する各保護パーツ２０には、蛇腹部２５が形成されている。したが
って、例えば、電線１が屈曲しており、当該屈曲部を含む領域が保護対象領域Ａとされて
いる場合、図９に示すように、屈曲した枝部分に固定される保護パーツ２０を、当該枝部
分に沿うように屈曲させ、当該屈曲状態で保護パーツ２０と枝部分とを一体にテープ巻き
固定する。これによって、保護パーツ２０が屈曲した枝部分に沿う屈曲姿勢で当該枝部分
に固定され、当該保護対象領域Ａを覆う電線保護具２が形成される。
【００４３】
　＜４－３．第３の構成例＞
　電線保護具２は、複数の保護パーツ２０を連結することにより形成されており、各保護
パーツ２０は、周方向に沿う曲率が保護パーツ２０の曲率以下であるような全ての電線１
に対応することができる。したがって、例えば、図１０に示すように、第２枝部分１２が
他の枝部分１１，１３よりも径サイズが小さい場合、各保護パーツ２０１，２０２，２０
３を、各枝部分１１，１２，１３の径サイズにあうように僅かに弾性変形させながらテー
プ巻き固定することによって、当該保護対象領域Ａを覆う電線保護具２を形成することが
できる。このように、電線保護具２においては、電線１の分岐部を含む領域が保護対象領
域Ａとされている場合において、各枝部分の径サイズがバラバラであっても、問題なく当
該保護対象領域Ａを保護することができる。
【００４４】
　＜４－４．第４の構成例＞
　電線保護具２は、無数の保護パーツ２０を連結可能に形成されている。したがって、例
えば、電線１が４分岐しており、当該分岐部を含む領域が保護対象領域Ａとされている場
合、図１１に示すように、４個の保護パーツ２０１，２０２，２０３，２０４を、互いの
長尺方向に沿う軸のなす角度が各枝部分１１，１２，１３，１４のなす角度と一致するよ
うに調整して各枝部分１１，１２，１３，１４に装着することによって、当該保護対象領
域Ａを覆う電線保護具２を形成することができる。同様に、電線１が５分岐しており、当
該分岐部を含む領域が保護対象領域Ａとされている場合、図１２に示すように、５個の保
護パーツ２０１，２０２，２０３，２０４，２０５を、互いの長尺方向に沿う軸のなす角
度が各枝部分１１，１２，１３，１４，１５のなす角度と一致するように調整して各枝部
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分１１，１２，１３，１４，１５に装着することによって、当該保護対象領域Ａを覆う電
線保護具２を形成することができる。つまり、ｎ股（ｎは任意の自然数）の分岐部を含む
領域が保護対象領域Ａとされている場合、ｎ個の保護パーツ２０を放射状に連結するとと
もに、各保護パーツ２０のなす角度を各枝部分がなす角度と一致するように調整して各枝
部分に装着することによって、当該保護対象領域Ａを覆う電線保護具２を形成することが
できる。
【００４５】
　＜４－５．第５の構成例＞
　また、電線保護具２は、無数の保護パーツ２０を放射状にだけではなく、直列状にも連
結可能に形成されている。したがって、例えば、図１に例示される態様において、１個の
保護パーツ２０だけでは、当該保護パーツ２０が固定された枝部分の保護対象領域Ａをカ
バーできない場合、図１３に示すように、別の保護パーツ２０を当該保護パーツ２０と直
列に連結することによって、当該保護対象領域Ａを覆う電線保護具２を形成することがで
きる。図１４に示すように、一端において他の保護パーツ２０と直列に連結された保護パ
ーツ２０の他端に、複数の保護パーツ２０を放射状に連結することによって、より複雑な
形状の保護対象領域Ａを覆う電線保護具２を形成することもできる。
【００４６】
　＜５．効果＞
　上記の実施形態によると、電線保護具２は、複数の保護パーツ２０が互いの長尺方向に
沿う軸のなす角度が可変に連結されることにより形成される。したがって、様々な形状の
電線１に柔軟に対応してこれを保護可能な電線保護具２を簡易に形成できる。このため、
個々の電線１の形状に合わせたプロテクタを形成する場合に比べてコスト面でも有利にな
る。また、急なレイアウト変更にも柔軟に対応できるという利点もある。
【００４７】
　特に、電線保護具２は、各保護パーツ２０の連結部分が平板部２２の重ね合わせにより
形成されるので、連結部分において厚みの増加を抑制しつつ、連結部分における保護性能
が高められている。一方で、連結部分以外の部分においては、カバー部２１が、電線１の
周方向に沿うように電線１の保護対象領域Ａを覆うので、ここでも高い保護性能が担保さ
れている。つまり、上記の実施形態に係る電線保護具２は、コンパクトに形成されつつ、
高い保護性能が実現される。
【００４８】
　なお、上記の実施形態において、平板部２２に形成された連結部２４（具体的には、雄
部２４１および雌部２４２）は、平板部２２の端面からの離間距離ｄ１，ｄ２（図３）が
なるべく大きく設定されることが好ましい。つまり、連結部２４は、外筒部３３の外周縁
から離れた位置に形成することが好ましい。連結部２４を平板部２２の外周縁から離れた
位置に形成しておけば、保護パーツ２０同士が連結された状態において平板部２２同士が
重なる領域部分が大きくなる。したがって、電線保護具２において、各保護パーツ２０の
平板部２２が複数枚重ねられる領域が大きくなる。すなわち、高い保護性を有する領域が
大きくなる。これによって、電線保護具２における保護性能を高めることができる。特に
、電線保護具２は、各保護パーツ２０の平板部２２が複数枚重ねられた領域において電線
１の分岐中心Ｑ付近を覆う可能性が高く、この構成においては、分岐中心Ｑ付近を確実に
保護することができる。
【００４９】
　また、上記の実施形態によると、電線保護具２は、電線１を、その周方向に沿う全体を
完全に覆うのではなく、保護が必要な領域のみを覆うので、電線保護具２の装着部分にお
いてワイヤハーネス１００の径サイズが大きくなりにくい。したがって、車両の小型化に
伴うワイヤハーネス１００のスリム化の要請に応じることができる。
【００５０】
　また、上記の実施形態によると、保護パーツ２０同士は、雄部２４１を雌部２４２に嵌
め合わせることによって簡単に連結できるので、複雑な形状の電線１に対応した電線保護
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具２も簡単に形成することができる。また、各保護パーツ２０をテープ止め等することに
よって電線保護具２を電線１に取り付けることができるので、電線保護具２を電線１に取
り付ける際の作業性も良好なものとなる。
【００５１】
　また、上記の実施形態によると、電線保護具２を構成する各保護パーツ２０が蛇腹部２
５を備えるので、電線１が屈曲している場合であっても、電線保護具を電線の延在方向に
沿うように屈曲させて電線に装着することができる。
【００５２】
　また、上記の実施形態によると、電線保護具２を形成する各保護パーツ２０が、カバー
部２１と平板部２２との間に形成された徐変部２３を備えるので、電線保護具２が電線１
を傷つけにくくなる。
【００５３】
　また、上記の実施形態においては、蛇腹部２５がカバー部２１の一部にのみ形成される
ことによって、電線保護具２を電線１に対して確実に固定するためのテープ止め部２１０
が形成される。この構成においては、テープ止め部２１０を介してテープＴ等を電線１に
巻き付けることによって、保護パーツ２０を（ひいては、電線保護具２を）電線１に対し
て確実に固定することができる。すなわち、蛇腹部２５が形成されていない領域部分であ
るテープ止め部２１０においては、テープＴが保護パーツ２０に密着してずれにくいため
、保護パーツ２０を電線１に対して確実に固定することができる。
【００５４】
　＜６．変形例＞
　上記の実施形態においては、テープ巻きにより各保護パーツ２０を電線１に固定する態
様としていたが、保護パーツ２０を電線１に固定する態様は、必ずしもテープ巻きによる
固定態様でなくともよい。例えば、保護パーツ２０を電線１に固定するための機能部とし
て、バンド部とロック部とを設ける構成としてもよい。
【００５５】
　図１５には、この変形例に係る保護パーツ２０ａの構成が示されている。保護パーツ２
０ａは、上記の実施形態に係る保護パーツ２０と同様の構成に加え、カバー部２１に形成
された固定部２６を備える。固定部２６は、保護パーツ２０を電線１に対して固定する部
材であり、具体的には、バンド部２６１とバンド部の先端を挿通係止させるロック部２６
２とを備える。バンド部２６１は、一端がカバー部２１の一方の側縁（保護パーツ２０ａ
の長尺方向と直交する幅方向に沿う一方の側縁）に着設され、保護パーツ２０ａの長尺方
向と直交する方向に沿って延びる。また、ロック部２６２は、カバー部２１の他方の側縁
に着設され、バンド部２６１の先端を挿通係止させて固定する貫通孔により構成される。
固定部２６を備える保護パーツ２０ａを電線１に固定する場合、図１６に示すように、保
護パーツ２０ａのバンド部２６１を電線１に巻き付けるとともに、その先端部をロック部
２６２に挿通係止させればよい。
【００５６】
　この変形例によると、電線保護具２ａを形成する各保護パーツ２０ａを電線１に対して
簡単に固定することができる。なお、固定部２６を設ける場合、テープ止め部２１０を形
成する必要性は低くなるため、カバー部２１の全体に蛇腹部２５を形成してもよい。ただ
し、固定部２６を用いた固定態様はテープ巻きによる固定態様と併用してもよく、この場
合は、テープ止め部２１０を形成しておくことが好ましい。
【符号の説明】
【００５７】
　１００　ワイヤハーネス
　１　電線
　２　電線保護具
　２０，２０２，２０２，２０３，２０４，２０５　保護パーツ
　２１　カバー部
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　２２　平板部
　２３　徐変部
　２４　連結部
　２５　蛇腹部
　２６　固定部

【図１】 【図２】
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